
三重県／三重労働局

県と労働局が共同で「障がい者雇用推進のための取組指針」を策定し、障がい者雇用を推進

平成28年2月26日締結

連携の結果...

三重県 労働局
ハローワーク

【三重労働局】
知事、副知事、労働局
長、職業安定部長が合
同で企業を訪問するこ
とで障害者雇用の推進
を図ることができてい
ます。引き続き連携し
ていろいろな取り組み
を行っていきたいです。

 県民、企業、行政、労働、福祉、教育等多様な分野の関係者と連携する「三重県障
がい者雇用推進協議会」を中心として、県民総参加の取組を一層促進

 障がい者雇用に関する理解を促進するため、県・労働局幹部職員が地域に影響力
のある企業を訪問し、企業トップへ要請を実施

 県と労働局、ハローワーク、その他の機関が連携し、「障害者就職面接会」を開催
（令和４年４月から令和５年３月にかけて、計４６回実施）

 障がい者委託訓練やトライアル雇用等の活用や障がい者の短時間雇用など、障が
い者の多様で柔軟な働き方を推進

 障がい者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度（「もにす認定」）を積極
的に周知し、活用を促進

効果
（結果等）

◆ 民間企業における障害者実雇用率 （令和４年6月1日現在）

実績：2.42％（前年から0.06ポイント上昇） 47都道府県中16位（前年19位）

◆ 民間企業における障害者の法定雇用率達成企業の割合 （令和４年6月1日現在）

実績：59.1％（前年から2.2ポイント上昇） 全国14位（前年17位）

◆ 職場における応援者（しごとサポーター）を養成 （令和４年度中）

実績：1,274名

雇用対策協定

【三重県】
三重労働局と協定を締結し、企
業訪問やセミナーなどに共同で
取り組むことで、障がい者雇用
に対する県内状況は大きく改善
したと実感しました。また、委託
訓練においても、ハローワーク
の助言を得て訓練を進めること
で企業から信頼を得ています。

企業見学会に併せハローワークセミナーを同時開催県と労働局が共同で障がい者雇用を推進！

令和４年度実績

障害者
就労支援

✓ 障がい者雇用推進企業ネット
ワークの活用や各種セミナー
の実施により、障がい者雇用
の拡大を推進

✓ 障がい者が働くステップアップ
カフェ「だいだい食堂」の活用等
により障がい者雇用について
の企業や県民の理解を促進

✓ 障がい者の短時間雇用や施設
外就労などを普及・啓発し、多
様で柔軟な働き方を推進

✓ アドバイザーの派遣や拠点利
用の案内などにより、障がい者
のテレワークの普及を促進

✓ 企業を対象とした障害者雇用状況に
関するアンケートを実施し、個々の
企業に寄り添った提案・指導

✓ 法定雇用率未達成企業及び公的機
関に対する訪問指導及び集団指導

✓ 障害者就職面接会・説明会、未達成
企業向けの雇用促進セミナー等の
開催

✓ 障害者就業・生活支援センターや障
害者職業センターとの連携により障
害者の採用から定着支援まで一貫
して行う「チーム支援」の推進

✓ 職場定着支援の一環として「精神・
発達障害者しごとサポーター養成講
座」を開催

双方
の声

着実に
実績をあげる！
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岡山県 / 岡山労働局

ウクライナ避難民への就労支援に係る県内企業向け説明会を実施

平成28年３月24日締結

①取組結果

②今年度の取組

連携の結果...

岡山労働局

【岡山県】
本県では、岡山労働局等と連携し令和４年５月
にウクライナ避難民への就労支援に向けた説明
会を開催しました。また、留学生等の県内就職を
促進するため、外国人材の適正で円滑な受入れ
や定着に向けた、社内の体制整備や労務管理等
に関する企業向けセミナーを岡山労働局や関係
機関と連携して、実施しています。引き続き、岡山
労働局をはじめとする関係機関とそれぞれの強
みを生かしながら、外国人材の受入環境づくり及
び県内企業の支援に取り組んでまいります。

【岡山労働局】
岡山県と連携し、ウクライナ避
難民支援説明会を実施したこと
により、企業から求人等、支援
依頼の動きがあったことから、
外国人を雇用又は雇用を予定し
ている企業への雇用管理支援
及び県内で就労を希望する外
国人への就労支援について、今
後も岡山県と連携して実施して
いきます。。

県・労働局合同で県内企業へ説明会実施

効果
（結果等）

説明会参加企業：50社（オンライン参加含む）

・県内のウクライナ避難民の就職人数：４人（R5.6月末時点）
（うちハローワーク経由 ２人）

双方
の声

雇用対策協定

岡 山 県

令和５年度外国人材受入支援セミナー＆個別相談会を共催
（令和５年７月２８日）

外国人
就労支援

外国人材受入の環境整備として、

○ 岡山県外国人相談センターにおい
て、多言語による生活相談、行政書
士相談・法律相談を行うなど、外国人
労働者等の生活をサポート。

○ 外国人材の受入れを考えている県
内企業が適正に雇用できるよう、企業
向けに高度外国人材の活用セミナー
を開催するほか、労働局と連携し、情
報提供等の支援を行う。

外国人材受入の環境整備として、

○ 在留資格の範囲内で就労する外
国人労働者については、公共職業
安定所において、外国人雇用状況
届出制度の徹底を図るとともに、外
国人雇用管理指針に基づき、事業
主に対する指導・援助を行う。

今般、ウクライナ避難民への緊急対応として、

令和４年５月３１日に説明会を開催。

○ 対面・オンラインを併用し、以下の内容を説明

・ 就労に必要な在留資格等について（広島入管岡山出張所）

・ ウクライナ避難民への就労支援について（岡山労働局）

・ 県内でのウクライナ避難民への生活支援等について（岡山県）

○ 併せて、ハローワーク出張相談を実施
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